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地方支分部局
地方厚生（支）局 （8） 労働基準監督署（325）

都道府県労働局（47） 公共職業安定所（437）

厚
生
労
働
省 

本
省

大臣官房 人事課、総務課、会計課、地方課、国際課、厚生科学課

統 計 情 報 部 企画課、人口動態・保健社会統計課、雇用・賃金福祉統計課、
情報システム課

医政局 総務課、指導課、医事課、歯科保健課、看護課、経済課、
研究開発振興課、国立病院課

職業安定局 総務課、雇用政策課、雇用開発課、雇用保険課、
労働市場センター業務室

雇用均等・児童家庭局 総務課、雇用均等政策課、職業家庭両立課、短時間・在宅労働課、
家庭福祉課、育成環境課、保育課、母子保健課

社会・援護局 総務課、保護課、地域福祉課、福祉基盤課、
援護企画課、援護課、業務課

年金局 総務課、年金課、国際年金課、企業年金国民年金基金課、数理課、
事業企画課、事業管理課

施設等機関

■検疫所（13）
■国立ハンセン病療養所（13）
■試験研究機関（4） 国立医薬品食品衛生研究所、国立保健医療科学院、
 国立社会保障・人口問題研究所、国立感染症研究所
■更生援護機関（3） 国立児童自立支援施設（2）、
 国立障害者リハビリテーションセンター

■社会保障審議会　■厚生科学審議会　■労働政策審議会　■医道審議会　
■薬事・食品衛生審議会　■独立行政法人評価委員会　■がん対策推進協議会
■肝炎対策推進協議会　■中央最低賃金審議会　■労働保険審査会　
■中央社会保険医療協議会　■社会保険審査会　■疾病・障害認定審査会　
■援護審査会

審議会等

外局 中央労働委員会 事務局 総務課、審査課、調整第一課、
調整第二課、調整第三課、審査総括官

安 全 衛 生 部 計画課、安全課、労働衛生課、化学物質対策課

派 遣・有 期 労 働 対 策 部 企画課、需給調整事業課、外国人雇用対策課

高 齢・障 害 者 雇 用 対 策 部 高齢者雇用対策課、障害者雇用対策課

職業能力開発局 総務課、能力開発課、育成支援課、能力評価課、海外協力課

障 害 保 健 福 祉 部 企画課、障害福祉課、精神・障害保健課

老健局 総務課、介護保険計画課、高齢者支援課、振興課、老人保健課

保険局 総務課、保険課、国民健康保険課、高齢者医療課、医療課、調査課

政策統括官 参事官、政策評価官

健康局 総務課、がん対策・健康増進課、疾病対策課、結核感染症課、生活衛生課、
水道課

医薬食品局 総務課、審査管理課、安全対策課、監視指導・麻薬対策課、血液対策課

食 品 安 全 部 企画情報課、基準審査課、監視安全課

労働基準局 総務課、労働条件政策課、監督課、勤労者生活課

労 災 補 償 部 労災管理課、労働保険徴収課、補償課、労災保険業務課

組織図 厚生労働省施設機関及び地方支分部局

施設等機関

検疫所 地方厚生（支）局

労働基準監督署

公共職業安定所（ハローワーク）

国立医薬品食品衛生研究所（東京都世田谷区）

国立感染症研究所（東京都 新宿区）

国立児童自立支援施設

国立障害者リハビリテーションセンター

国立保健医療科学院（埼玉県和光市）

国立社会保障・人口問題研究所（東京都千代田区）

地方支分部局

国際海港と国際空港に置かれ、感染症についての
対人免疫と、輸入食品に対する検査等の輸入食品
監視を行っています。

厚生労働省の発足とともに、従来の地方医務局と
地区麻薬取締官事務所が統合し、設置されたもの
です。福祉・医療関係の監視指導、健康保険組合
や厚生年金基金の監督、麻薬等の取締りを行って
います。

労働基準法等に定められた労働条件が守られるよ
うに監督を行っています。そのほか、賃金制度の
改善、労働時間の短縮、労働災害の防止に向けた
対策や、労働保険の給付を行っています。

労働力の需給調整を図るために、求職者・求人者
双方に対する相談・職業紹介や、雇用保険適用・
給付事務及び雇用促進のための助成金支給等を
行っています。

医薬品や食品をはじめ、私たちの周囲にある化学
物質について、その安全性や品質を評価するため
の調査研究を行なっています。

エイズなどの感染症の予防・診断、治療に関する
研究や、ワクチン等の安全性や有効性を保障する
ための国家検定を行っています。

要保護児童の自立更生などを目的とする専門施設
です。

障害者の医療、訓練、研究、研修を一体的に行っ
ている高度専門施設です。

保健医療・社会福祉に関係する自治体職員等の養
成訓練とこれらの様々な調査を行っています。

社会保障制度による給付と負担の関係、社会保
障給付費の推計、将来人口の推計、出生動向基本
調査等の作成・発表を行っています。

H24.4.1現在


